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一般乗用旅客自動車運送事業 (1人 1車制個人タクシー)の

事業者乗務証及び代務運転者証の取扱いについて

標記については、昭和 63年 5月 1 1日 付け関自旅 2第 5 1 4号 によ り取 り扱つて

いるところですが、「一般乗用旅客自動車運送事業 (1人 1車 制個人タクシー事業に

限る。)の 許可及び譲渡譲受認可申請事案の審査基準について」 (平成 13年 1 2月

2 7日 付け公示)及 び 「一般乗用旅客自動車運送事業 (1人 1車 制個人タクシー)の

許可等に付 した条件変更 (代務運転)承 認申請事案の審査基準について」 (平成 14

年 1月 3 1日 付け公示)の 制定により、別添のとおり取 り扱うこととしたので、引き

続き事業者乗務証及び代務運転者証の交付指定機関として下記によ り本事務処理を実

施されたい。

記

1.事 業者乗務証及び代務運転者証の発行等、事務の取扱いに当たっては、別紙 「一

般乗用旅客自動車運送事業 (1人 1車 制個人タクシー)の 事業者乗務証及び代務

運転者証の取扱いについて」によること。

2.交 付事務を下部機関に委任 した場合は、関東運輸局長あて報告するとともに関

係事業者にその旨を徹底すること。

3.事 業者乗務証及び代務運転者証の交付状況を四半期毎に、関東運輸局長及び関

係陸運支局長あて報告すること。

また、事業者乗務証及び代務運転者証の再交付であつて紛失による場合には、

その都度理由書を添付の うえ関係陸運支局長あて報告すること。

4.申 請書及び添付書類等の保存は、交付後 4年 間保存すること。



一般乗用旅客自動車運送事業 (1人 1車制個人タクシー)の

事業者乗務証及び代務運転者証の取扱いについて

一般乗用旅客自動車運送事業 (1人 1車制個人タクシー)の 許可並びに譲渡譲受又

は相続の認可 (以下 「許可等」という。)の 条件に付した事業者乗務証及び許可等に

付した条件変更 (代務運転)に 係る代務運転者証に関しては、次に定めるところによ

る。

なお、タクシー業務適正化特別措置法(昭和45年 法律第75号 )に定めがある場合

は、同法の定めるところによる。

(交付申請)

第 1条 事 業者乗務証及び代務運転者証 (以下 「事業者乗務証等Jと いう。)の 交付

を受けようとする者は、関東運輸局長が指定した事業者乗務証等の交付機関(以

下 「指定機関」という。)に 交付申請書を提出すること。

2 交 付申請書には、当該事業者又は代務運転者の申請用写真を添付すること。

(記載事項の変更)

第2条  事 業者乗務証等の記載事項に変更があつたときは、直ちに訂正申請書、事業

者乗務証等を指定機関に提出し、その訂正を受けること。

2 許 可期限更新に伴つて記載事項を変更する場合は、前項の規定に拘わらず、

当該期限の更新申請害をもって訂正申請書の提出とみなす。

3 訂 正申請書には当該事業者及び代務運転者の申請用写真を添付すること。

4 指 定機関は、訂正申請があつたときはt当該事業者乗務証等の訂正に代えて、

新たな事業者乗務証等を交付する。

5 代 務運転者証の代務承認期間の訂正については、前項3、 4の 取扱いによら

ずに代務承認期間を指定機関の訂正印により訂正することもできる。

(再交付)

第 3条  事 業者乗務証等を汚損し、又は紛失したため、事業者乗務証等の再交付を受

けようとするときは、再交付申請書を指定機関に提出すること。

2 再 交付申請書には、当該事業者の事業者乗務証等 (事業者乗務証等を紛失し

たときはその事実を証する書面)及 び当該事業者又は代務運転者の申請用写真

を添付すること。
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(返納)

第4条  事 業者乗務証等の交付を受けているものが個人タクシー事業を経営しなくな

つたとき及び代務承認期間が満了したとき又は代務運転に係る許可条件変更の

解除届け出がなされた場合は、事業者乗務証等を指定機関に返納しなければな

らない。

2 事 業者乗務証等の再交付を受けた後、失つた事業者乗務証等を発見したとき

は、発見した事業者乗務証等を直ちに指定機関に返納しなければならない。

(申請用写真)

第5条  事 業者乗務証等の交付、訂正、及び再交付申請書に添付する申請用写真は、

次のものとする。

① 写 真は、次の大きさのもの。

縦 6セ ンチメー トルX横 5セ ンチメー トル

② 写 真は、単独、無帽、正面、無背景の顔写真。

③ 申 請前 6ヶ 月以内のもの。

(事業者乗務証等の様式)

第6条  事 業者乗務証の様式は第 1号様式、代務運転者証は第 2号様式とする。

第7条  事 業者乗務証等の交付は、現に有効な個人タクシーの許可を有している者の

申請により交付する。

2 事 業者乗務証等の交付枚数は、 1人 1枚 とする。

(申請書の様式)

第8条  事 業者乗務証の交付、訂正 ・再交付申請書の様式は、第3号様式、代務運転

者証の交付、訂正 =再交付申請書の様式は第4号 様式とする。

(事業者乗務証等処理簿)

第9条  指 定機関は、事業者乗務証等の交付、訂正又は再交付をしたときは、事業者

乗務証等処理簿に所定の事項を記載し保存するものとする。

2 事 業者乗務証等処理簿の様式は、第5号様式とする。

(その他)

第 10条  許 可期限更新に係る事業者乗務証の事業許可期限欄の変更については、期

限更新が認められて新たな事業者乗務証が交付されるまでの期間又は期限更新

が認められないことが決定する日までの期間は、許可期限の満了日後 2ヶ 月以

内の期限を付した延長シールを変更しようとする事業者乗務証の当該欄に貼付
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することにより、有効な事業者乗務証として取り扱うことができるものとする。

2 延 長シールに付された期限前に新たな事業者乗務証が交付された場合は、延

長シールを貼付した事業者乗務証を直ちに指定機関に返納すること。

3 延 長シールの様式は、第6号様式とする。

附 則

1.本 取扱いは、平成 14年 2月 1日からとする。

2.昭 和63年 5月 11日 付け関自旅 2第 514号 「一般乗用旅客自動車運送事業

(1人 可車制個人タクシー)事 業者乗務証及び代務運転者証の取扱いについて」

(以下 「旧取扱い」という。)及 び昭和 63年 11月 30日 付け関自旅 2第 91

41号 「一般乗用旅客自動車運送事業 (1人 1車制個人タクシー)の 免許期限更

新に伴う事業者乗務証の有効期限の延長シールの取り扱いについて」は平成 14

年 1月 31日 限り廃止する。

3,旧 取扱いにより事業者乗務証等の交付機関として指定された機関は、本取扱い

による指定を受けたものとみなす。

4.旧 取扱いによる事業者乗務証等の交付を受けたものは、本取扱いによる交付を

受けたものとみなす。

なお、その際には免許と記載されている箇所は許可と読み替える。
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第 1号様式

(,碁記)

(裏)

１

　

２

　

３

と 大きさは、 縦 7cm X横 1 4 cmと する。

表中央部の文字は、営業区域の略称とする。

表上部の模様は、藍色とする。

▼発 行 番 号  第

発行年月 日  平 成   年   月   日

発 行 機 関

事 業 者 乗 務 証

写 宣
（

(6 cm X 5cna)/煮
モニ

1    1

事業許可番号

ノ
事業許可期限



第 2号 様式

(デ章)

(裏)

事業許可番号

代 務 運 転 者 証
一 一 ―

|

注    1

2

3

4

大きさは、縦 7cm X横 141mと する。

表中央部の文字は、営業区域の略称とする。

表上部の模様は、藍色とする。

裏の 「代務運転者証」及び 「運転者名」の文字は朱色 とす

発 行 番 号  第     号

発行年月 日  平 成   年   月   日

発 行 機 関

る 。



第 3号 様式

平成  年   月   日

申 請 者 名

事業者乗務証 ( 交 付 ・訂正 ・再交付 )申 請書

殿

岳口

許 可 番 号

氏
　

住

名
　
所

事 業 許 可 の

有 効 期 限 平成  年   月   日

運 転 免 許 の

有 効 期 間 平成  年   月   日

申 請 理 由

添 付 書 類 等



第 4号 様式

平成  年   月   日

申 請 者 名

代務運転者証 ( 交 付 。訂正 ・再交付 )申 請書

殿

田
ド
に
卜

許 可 番 号

事 業 者 名

住 所

事 業 許 可 の

有 効 期 限 平成  年   月   日

代務運転者の運

転免許有効期間 平成  年   月   日

代 務 運 転 者 名

代 務 承 認 日 平成  年   月   日

代務承認 期 間 平成 年  月   日

～ 平成  年   月 日

理 由

添 付 書 類 等



第 5号 様式

番 号 申請年月日 申 請  者 事   項 備   考



第 6号 様式

期間延長    年  _週 十一週

貼付例

(6cm X 5cm)

事 業 者 乗 務 証

事業許可番号

事業許可期限

期間延長    年   月   日


